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 こうした状況を背景に、2015 年 9 月の国連サミットで最終合意した「持続可能な開





上げられている。また、2007 年の世銀報告書 An East Asian Renaissance 以降、「中
所得国の罠」を超えた持続的な成長に向けた政策課題として、知識やイノベーション、
より高度な物的・人的資本のストックの拡充の必要性が度々指摘されてきており、加え























ーションと開発」研究会を 2015 年 9 月に発足させた。本研究会では、（１）「オープ
ン・イノベーション」は開発のコンテキストにおいてどのような効用を想定することが









第 1章 開発を取り巻く国際環境の変容 
 












1 つは MDGs として描かれた貧困削減への取組みであり、もう 1つは 1992 年の国連環境
開発会議以降の持続可能な開発に向けた取組みである。後者を起点として 2012 年にブ
ラジル・リオデジャネイロで開催された国連持続可能な開発会議（Rio＋20）では、SDGs










口は、それぞれ 18％、50％と開きが大きい。SDGsでは「誰も取り残されないこと（no one 
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 United Nations General Assembly. 2015. “Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable 


























また、世界銀行の試算によれば、SDGs 達成に必要な資金は年間約 1 兆米ドル近いと
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 World Bank. 2015. “From Billions to Trillions: Transforming Development Finance,” Development 
















は SDGs において極めて高く、各ゴール、ターゲットの達成への取組みにおいて STI を
活用することは、明記はなくとも言外に前提条件とされている。 
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 Susan Nicolai, Chris Hoy, Tom Berliner and Thomas Aedy（2015）”Projecting Progress: Reaching the 




2012 年 8 月。Radjou., Navi, Prabhu., Jaideep, and Ahuja., Simone. 2012. Jugaad Innovation: A Frugal and 




 Gill, I. and H. Kharas (2007) An East Asian Renaissance: Ideas for Economic Growth, Washington, DC.: 



































































1-2-1 伝統的な開発協力＝DAC 加盟国による ODA 
これまで、開発の文脈においては、先進国の ODAにより、開発援助機関による二国間
援助及び国連等の国際機関による多国間援助がその中心を担ってきた。日本においては、












2000 年代頃までは、ODA が開発分野の主流であったことから OECD/DAC における議論







直近の OECD/DAC ハイレベル会合（第 50 回：2016 年 2 月）においても、「持続可能な
開発のための 2030 アジェンダ」と開発協力の新たな現実を踏まえ、DAC 非加盟国との
                                            
6 OECD加盟国（34カ国）中の 28カ国と，欧州連合（EU）の合計 29メンバーで構成。1960 年 1月に前身と
なる開発援助グループ（DAG）設立後、1961年 9月の OECD 発足に伴い、傘下の委員会の一つとなり、開発














































































                                            






































2010 年度より「協力準備調査（BOP ビジネス連携促進）」（以下、「BOP F/S」）を開
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13 https://www.osvehicle.com/company/ 






































































                                            
14英『エコノミスト』編集部（2012）『2050年の世界：英「エコノミスト」誌は予測する』、文藝春秋、
2012年 8月、p.303 
15 Ministry of Defence. 2014. Global Strategic Trends – Out to 2045, Fifth Edition. United Kingdom. 




























（産業デザイン、平成 24 年度 1 次隊）が、ボホール島州立大学（BISU）にファブラボ
を設立する活動を展開、2014 年 5 月にはファブラボ・ボホール（FabLab Bohol）を開
設した。同時に、アジア 8 ヵ国のデジタル・クリエーター200 人あまりを同地に集め、
第 1回ファブラボ・アジア・ネットワーク会議（FAN1）と題したものづくり国際会議も
主催した。オープン・イノベーションの力で問題解決を図る地域の「共創のプラットフ
ォーム」づくりを目指した FAN1 は、同年 10 月に 2014 年度グッドデザイン賞（公益財
団法人日本デザイン振興会主催）の「公共向けの取り組み・社会貢献活動部門」を受章
                                            
16 UN-DESA. 2015. “Global Sustainable Development Report 2015 Edition,” Advance Unedited Version. 
June 2015. p.137. 
https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/1758GSDR%202015%20Advance%20Unedited%
20Version.pdf  
また、同報告書向けブリーフィングノートとして、下記も参照のこと。Inova Gadjanski. 2015. 

































                                            
17 JICAによるフィリピン・ファブラボ支援については、下記 HPを参照。 
・「途上国の発展モデルを変革する可能性を秘める「ファブラボ」」（2013年 10月 4日） 
 http://www.jica.go.jp/topics/news/2013/20131004_01.html  




による事例研究」、JICA 研究所、2015年 7月 26日、
http://jica-ri.jica.go.jp/publication/assets/Tokushima_paper_JP.pdf  









































20 http://makerfest2015.weebly.com/maker-fest.html  



































































































































































                                            
















































































































 日本にも、この流れは存在している。たとえば秋葉原に 10 億円を投資したモノづく
りスペース「DMM.make」を開設した小笠原治氏は、日本のインターネット業界の先陣を
切ったひとりで、1996 年にデータセンターを中心とする「さくらインターネット」を
                                            
25 http://diamond.jp/articles/-/65064?page=2 





























                                            








   図 2-2 世界のファブラボ   































































































                                            












































































 2014年にバルセロナで開かれた Fab10 に参加した筆者が、1週間の会期中もっとも強
く惹かれた人物とプロジェクトだった。その場で「日本に招待する」と、宣言し、一年











































図 2-4 OSVehicle コンセプトビデオ 
  出所： vimeo （https://vimeo.com/113110682） 
 




































Our purpose is to advance and coordinate the third industrial revolution 
in housing by developing open tools, shared infrastructure and open 
standards from which all benefit. 」33 
図 2-6  WikiHouse 
出所： 筆者作成 



































ト以上が、2011年 2月で約 15 万台、2013 年で約 70万台（公式分のみ。加
えて、非公式クローンが同数以上販売されていると予測されている）販売
されている。 
 2010 年以降の IoT の流行に伴い、センサーデバイスの 1 つとしても
Arduinoが大きな注目を集めている。 
 
 後述する MakeBlockや Seedd Studio をはじめ、世界中の多くの電子部品・ハードウ




 なお、OSVehicle と Arduino は、いずれも本拠地がトリノで、関係者同士の人的交流




実に発展しているのが、MakeBlock という製品を開発・販売している Shenzhen Maker 







Makeblock is an open-source arduino robot building platform to turn ideas into 
success. No matter what your ideas are, Makeblock provides various mechanical 
parts, electronic modules and software to make them possible, such as beams, plates, 





   図 2-8 Makeblock 製品 
出所： 筆者作成 
 
 筆者は、高須正和氏が主宰した 2015 年６月のニコニコ調査部深圳ツアーに参加し、
同社を訪問し創業者 Jasen Wang の話を聞くことができた。1985 年生まれ、若干 30 歳。
アメリカのNorthwestern Polytechnic University 大学で航空工学を専攻したという。




















Engineering, Art, Math）教育」の推進も行われている。 
 ただし、これらの施策は議会との関係もあって必ずしも大型予算で推進されているわ
けではない。ホワイトハウスの Office of Technology Policy のナンバー２である、
トム・カリル氏は、2015 年 9 月の筆者との会合で、「議会が予算を認めないから、草
の根型で進めている。初期のインターネットの普及策であった＜ネットデイ＞もそうだ
った」と語っている。 





















































































2-3-19 Seeed が引っ張る深圳のイノベーション 
 この中国政府のメイカー政策推進の根拠となっているのが、Seeed 社を中心とする深
圳におけるメイカースペースの活発な展開である。 
 Seeed は、元インテルの社員だったエリック・パン氏が 2008 年に創業した企業で、
「メイカーズのためのメイカー」を自称している独自のビジネスモデルで注目されてい
る。同社は、ハードウェアのスタートアップ企業（およびそれをめざす個人）を支援す














































































































                                            
40 http://www.bo-sai.co.jp/nepal2.html 
41遠野まごころネット・多田一彦理事と筆者との会話（2016 年 3月 1日） 




































































                                            
43
 一般に、設計情報であるソースコードを公開して、インターネット上の不特定多数の開発者と協働しな
がらソフトウェアを開発する行為。無償 OSの Linuxや、無料オフィスソフトの OpenOffice などが代表例。 
44
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 Peter Troxler “Libraries of the peer production era”, Open Design Now: Why Design Cannot Remain 












































                                            
47 Neil Gershenfeld(2007)"Fab: The Coming Revolution on Your Desktop--from Personal 































既に171箇所に増えている（WDR 2016）48。  
 





                                            
48 WoldBank(2015)”World Development Report 2016”, Makers for Development 





































                                            
49 Richard Florida(2005)"Cities and the Creative Class", Routledge 
50 Charles Landry(1995)"The Creative city", Routledge 





























































































                                            



























                                            
53 Tomoaki Watanabe, Yutaka Tokushima “Business Model Typology for FabLabs: Examining 










































































































                                            
54 Chris Anderson(2006) “The Long Tail: Why the Future of Business is Selling Less of More”, 












































































































                                            















































費用の乖離もほとんどない。57 図 3-1がこの時の様子を表している。 
















































































































































































































































































































































































































































































David, P.A. (1990) “The Dynamo and the Computer: An Historical Perspective on 
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65 パレスチナの母子手帳に関する概要は以下参照。 
http://www.jica.go.jp/project/palestine/001/news/ku57pq00000m92u8-att/20121105_01.pdf 
66 JICA's World 2012 年 4月特別号 ODAの今 日本の再生と世界の発展に向けて-国内外の課題を一体的
に考える http://www.jica.go.jp/publication/j-world/1204special/pdf/04.pdf 
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世銀の強大な支援ツールの貢献もあり、過去 10年間、合計 40 億人以上の人口を持つ
約 50 の途上国で年間平均 5％以上の GDP 成長が達成された。この成長は過去にないペ





















                                                                                                                                
http://www.worldbank.org/ja/news/speech/2012/10/12/remarks-world-bank-group-president-jim-yong
-kim-annual-meeting-plenary-session 






































                                            







































                                            







































                                            























いる。このグループが、2009 年から 2013 年までに 350 万米ドルを上回る資金を様々
な機会を活用して集めファンド化し、ユニセフが世界で展開する 9つのプロジェクトに






























































































































                                            
74 「中小製造業存続の条件、『小さな世界企業』目指せ」関満博、2016年 2月 18日、日本経済新聞（経
済教室） 









図 4-1 「Enabling Environments」を構成する 6つの要因 
出所：http://www.sswm.info/content/community-led-urban-environmental-sanitation-clues 











しない。これをサポートする「法規制枠組み（Legal and Regulatory Framework）」や






                                            




























ここで、開発途上国とは、おおむね一人当たりの名目 GDPが 5,000 米ドル以下、すな
わち同基準ランキングでは 100位以下の低所得国であると定義する。例えば、東南アジ









                                            








表 4-1 ASEAN10 か国の一人当たり名目 GDP 




1 シンガポール 56,286 9位 
2 ブルネイ 41,460 24位 
3 マレ―シア 11,049 65位 
4 タイ 5,896 94位 
5 インドネシア 3,524 120 位 
6 フィリピン 2,862 130 位 
7 ベトナム 2,051 135 位 
8 ラオス 1,693 142 位 
9 ミャンマー 1,227 156 位 
10 カンボジア 1,080 160 位 

















図 4-2 ファブラボ設置にかかる費用対効果と一人当たり GDP の関係性 
出所：筆者作成 
 












図 4-3 ファブラボ設置にかかる費用対効果と一人当たり GDPの関係性（最低基準ライン考慮後） 
出所：筆者作成 
 
 図 4-3における基準ラインを定義するのは容易ではないが、例えば 4-1-2で紹介した
ルワンダはファブラボを設置中であり一定の費用対効果も見込まれていることを考え
れば、ルワンダの 2014 年時点における一人当たり名目 GDP である 712 米ドル（187 か
国中 171位）は、今後の効果検証がもちろん必要ではあるものの、ひとつの目安となり






 一方、ODA である JICA 事業としてファブラボ設置を実施する場合、適用可能な実施
スキームにはどのようなパターンがあり得るか、考察してみたい。 






























べた「Enabling Environments を構成する 6つの要因」を条件として事前に評価するこ
とで、4つのうちどの「モデル」を選択できるかという目安となる。 
 しかしながら、世界中の多くの開発途上国において、現実的には「6つの要因」のう
ち ODA 実施に不可欠な「政府による支援（Government Support）」と「社会文化的な許
容（Socio-Cultural Acceptance）」を除く 4 要因、すなわち「資金調達（Financial 
Arrangements）」、「法規制枠組み（Legal and Regulatory Framework）」、「組織整備
（Institutional Arrangements）」、そして「スキルと能力（Skills and Capacity）」が
不足もしくは存在しない状態でファブラボ設置の検討を開始せざるを得ないのが今日



















して構想され、2000 年より現在に至るまで東・中央アジア、東南アジア地域の計 9 ヵ
                                            








































                                            
























図 4-4 クリエイティブ・コモンズ基準に拠るインターネット上の標記例 










図 4-5 （図 4-4に対する）クリエイティブ・コモンズ基準による標記内容の解説 




CCJP は 2003 年に国際大学 GLOCOM をホストとして準備会を発足し、日本語版ライセン
スの整備をし、2004 年 3月に米国に次いで世界で 2番目に CCライセンスをリリースし
















スブロウが 2003年に出版した”Open Innovation: The new imperative for creating and 
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